
令和７年８月１日 

令和７・８年度 江戸川区建設工事競争入札 

格付審査の実施について 

江戸川区建設工事競争入札に参加する事業者を対象に、下記のとおり格付審査を実施します。 

記 

１ 対象業種 

土木工事[注]、建築工事、電気工事、給排水衛生工事、空調工事、塗装工事、造園工事 

[注] 以下の工事を一括して土木工事とします。 

道路舗装工事、橋梁工事、河川工事、水道施設工事、下水道施設工事、一般土木工事 

２ 対象要件 

東京電子自治体共同運営に登録している事業者で、次のいずれかに該当するもの。 

① 江戸川区内に本店を有し、格付対象の業種を申請業種として登録しているもの。 

② 江戸川区内に支店（営業所）を有し、格付対象の業種を申請業種として登録し、かつ、

格付審査申請日現在において江戸川区による当該業種の格付を有するもの。 

※ 審査基準日は設けません。申請日現在で対象要件を満たしているかご確認ください。 

３ 適用期間 

令和７年 10 月 1日 ～令和９年 9月 30 日 

※ 適用開始日より前に発注票を公表した案件は、令和 5・6年度の格付を適用します。 

４ 格付基準 

○ 江戸川区指名参加登録業者（工事請負業者）の格付について（運用） 

○ 令和７・８年度 江戸川区指名参加登録業者格付基礎数値表 

○ 各等級の基準点表 

５ 提出書類 

江戸川区建設工事競争入札 格付審査申請書 

※ 必要な添付書類一式とともに、左上１箇所でホッチキス留めして提出してください。 

６ 提出方法 

書留等、発送の記録が残る方法でお送りください。 

７ 提出先 

〒132-8501 江戸川区中央１－４－１  江戸川区総務部契約課契約係 

８ 提出期限 

令和７年 8月 29 日（金）必着 

９ 注意事項 

○ 行政書士等、代理人による申請の場合は、委任状を同封してください。 

また、複数社の代理申請を行う場合は、会社ごとに封筒を分けてください。 

○ 本申請に関して虚偽の申告があった場合は、格付の取消、指名停止などのペナルティを

課す場合があります。 

 ◆実績報告書の記入等でご不明な点がございましたら、下記担当までお問合せください。 

 

江戸川区総務部契約課契約係 

電話 ０３－５６６２－１００５（直通） 

担当：永田、高橋 



令和５年 7月 改正版 
 

江戸川区指名参加登録業者（工事請負業者）の格付について（運用） 
 
１ 格付する業種 
以下の７業種について格付を行う。 
なお、原則として１業者につき１業種の格付を付与する。 
① 土木工事（道路舗装工事、橋梁工事、河川工事、水道施設工事、下水道施設工事、
一般土木工事を一括して土木工事として格付する。） 
② 建築工事 
③ 電気工事 
④ 給排水衛生工事 
⑤ 空調工事 
⑥ 塗装工事 
⑦ 造園工事 

 
２ 格付する等級 
（１）土木工事、建築工事については、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの５等級とする。 
（２）電気工事については、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４等級とする。 
（３）給排水衛生工事、空調工事、塗装工事、造園工事については、Ａ・Ｂ・Ｃの３等級と

する。 
 
３ 格付対象とする事業者 
次のいずれかに該当する登録業者に格付を付与する。 
① 江戸川区内に本店を有し、格付対象の業種を申請業種として登録しているもの。 
② 江戸川区内に支店（営業所）を有し、格付対象の業種を申請業種として登録し、か
つ、格付審査申請日現在において江戸川区による当該業種の格付を有するもの。 
 

４ 格付審査方法 
（１）審査要素（別紙「格付基礎数値表」による） 
① 経営事項審査の総合評定値（格付審査申請日現在において有効なもの） 
・土木工事については、土木一式、舗装、とび・土工・コンクリート、水道施設のい
ずれかのうちで最も高いもの。 

・空調工事については、管または機械器具設置のいずれか高いもの。 
② 工事成績 



③ 入札参加実績 
④ 建設業許可区分 
⑤ 障害者雇用率 
⑥ 育児休業制度 
⑦ 地域貢献 
⑧ 措置 

（２）格付方法 
① 上記「（1）審査要素」について別紙「格付基礎数値表」により、加点または減点す
る。 

② 等級Ａは、許可種類「特定」を得ており、経営事項審査の総合評定値が区の定める
基準点を満たしている者に限る。 

③ 格付審査期間終了後に新規登録をした格付対象事業者は、随時申請により最下位等
級の格付を得ることができる。ただし、格付審査申請により格付を付与された者が、
東京電子自治体共同運営の登録有効期限切れにより新規登録する場合においては、
申請により前登録時の格付を継承できるものとする。 

④ ３②に規定する業者については「準区内」業者として、「審査要素」及び「格付方法」
により得られた点数に応じた等級の一等級下位に格付する。 

⑤ 土木工事及び建築工事の登録がある業者については、両業種に格付を付与できるも
のとする。 

⑥ 給排水衛生工事及び空調工事の登録がある業者については、両業種に格付を付与で
きるものとする。 

（３）各等級の基準点 
各等級の基準点は別表で定めるものとする。ただし、区長が特に必要と認めた場合は、

この限りでない。 
（４）格付の取消について 
① 破産、会社更生法、民事再生法の申請を行い、手形又は小切手が不渡りになった等、
正常な企業活動が運営出来ない状況で区長が経営不振と認める場合。 

② 格付を付された者が、区外に転出した場合。 
（５）格付の再審査について 
① 等級Ａを付されたものが建設業の許可種類について、「特定」から「一般」に変更し
た場合、その時点で等級Ｂの格付とする。 

② 民事再生法の認可を受けた場合、新規登録業者として格付する。 
③ 区内に本店を置くものが「準区内」業者となった場合、一等級下位の格付とする。 



別紙

①経営事項審査の総合評定値（Ｐ点を用いる）

1. 経営規模

　完成工事高、自己資本額等

2. 経営状況

　負債抵抗力、収益性・効率性、財務健全性、絶対的力量

3. 技術力

　元請完成工事高、技術職員数

4. その他（社会性等）

労働福祉の状況、建設業の営業継続の状況等

②工事成績「令和５・６年度の成績」

算定基準の基礎数値は、評定を得た工事の工事成績評定書の評定点合計とする。

・基礎数値７０点以上：　 （基礎数値－６９点）×２０点

・基礎数値６０～６９点：　 　０点

・基礎数値６０点未満：　 （基礎数値－６０点）×２０点

　＜例＞ 基礎数値８２点の場合：　（８２－６９）×２０　＝　＋２６０点

基礎数値５８点の場合：　（５８－６０）×２０　＝　－　４０点

③入札参加実績「令和５・６年度の実績」

・参加実績あり：　　５点

・落札実績あり：　１０点

④建設業許可区分

・特定：　３０点

・一般：　　０点

⑤障害者雇用率

障害者の雇用について、法定雇用率を達成しているもの： １０点

雇用義務はないが障害者を雇用しているもの： １０点

⑥育児休業制度

育児休業制度について法定を上回る制度を導入しているもの： １０点

・実績あり（複数年）： １０点

・実績あり（単年）： ５点

・実績なし： ０点

　＜例＞ 清掃活動、防災訓練、防犯・防火パトロール活動、地域まつり　等

　　※ 社員や役員個人としてではなく、会社としての実績に限る。

⑧措置

令和５・６年度に江戸川区より指名停止（工事成績不良による指名停止は除く）

又は出入り禁止を受けたものもの。

・措置期間の通算期間　１か月～３か月： －３０点

・措置期間の通算期間　４か月～６か月： －６０点

・措置期間の通算期間　７か月～１２か月： －９０点

・措置期間の通算期間　１３か月以上： －１００点

⑦地域貢献

令和７・８年度　江戸川区指名参加登録業者　格付基礎数値表

令和５・６年度に地域ボランティア活動または地域行事への協力があるもの。



業種 等級 基準点 その他

A ８５０点以上 建設業許可「特定」、経審８００点以上

B ７５０点以上

C ６５０点以上

D ５５０点以上

E  ５４９点以下

A ８５０点以上 建設業許可「特定」、経審８００点以上

B ７５０点以上

C ６００点以上

D ５００点以上

E ４９９点以下

A ８５０点以上 建設業許可「特定」、経審８００点以上

B ７００点以上

C ５００点以上

D ４９９点以下

A ７５０点以上 建設業許可「特定」、経審７００点以上

B ６００点以上

C ５９９点以下

A ７５０点以上 建設業許可「特定」、経審７００点以上

B ６００点以上

C ５９９点以下

A ７５０点以上 建設業許可「特定」、経審７００点以上

B ５５０点以上

C ５４９点以下

A ７５０点以上 建設業許可「特定」、経審７００点以上

B ５５０点以上

C ５４９点以下

造　園

各等級の基準点表

土　木

建　築

電　気

給排水

空　調

塗　装

別表



※1 ※2 ※3 ※4

  07  建築工事

  08  電気工事

  09  給排水衛生工事

  27  造園

【記入方法】
※1  格付を希望する区分番号を、○で囲んでください。（一つだけ）
※2  格付を希望する業種を、「東京電子自治体共同運営」に登録していることをご確認ください。
※3  格付を希望する工事区分について、取得しているＰ点を記入してください。
※4  該当する建設業区分を○で囲んでください。また、選択した工事区分にＰ点が複数ある場合は、
 その中の最高点を再掲してください。

【添付書類】
・「経営事項審査結果通知書」の写し（申請日現在において有効なもの）≪必須≫
※ A4版に縮小してください。
※ 記載されている建設業許可区分に変更がある場合は、許可通知の写しを添付してください。

・「雇用状況・地域活動等実績報告書」≪該当項目がある場合≫

　　

令和　　　年　　　月　　　日　提出

江戸川区建設工事競争入札　格付審査申請書

代表者職名・氏名

受付番号

会社名称

管

区分
番号

1

2

土木

建築

電気

工事区分 登録業種
建設工事の種類

水道施設

3
  10  空調工事

塗装

4

5

給排水衛生

空調

造園

  01  道路舗装工事
  02  橋りょう工事
  03  河川工事
  04  水道施設工事
  05  下水道施設工事
  06  一般土木工事

  37  一般塗装
  38  橋りょう塗装

土木一式

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ

一般・特定

一般・特定
［　　　　　］

［　　　　　］

［　　　　　］

一般・特定

一般・特定

一般・特定

［　　　　　］

舗装

造園

塗装

管

機械器具設置

［　　　　　］ 一般・特定

一般・特定
［　　　　　］

建築一式

電気

［　　　　　］

［　　　　　］

［　　　　　］

［　　　　　］

［　　　　　］

［　　　　　］

総合評定値
（Ｐ点）

［　　　　　］

経審掲載事項 許可区分
［左記Ｐ点の
うち最高点］

建設業



雇用状況・地域活動等実績報告書 

会社名称                   

１ 障害者の雇用状況 

障害者を雇用しているので、以下のとおり報告します。 

該当するものに○印 添付書類 

≪従業員 40 人以上の企業≫ 

( ) 法定雇用率を達成している。 

 

 

≪従業員 40 人未満の企業≫ 

( )雇用義務はないが障害者を雇

用している。 

 

≪従業員 40 人以上の企業≫ 

次のいずれかの事業主控えの写し 

・障害者雇用状況報告書（様式第 6号） 

・障害者雇用調整金支給申請書（様式第 10 号） 

≪従業員 40 人未満の企業≫ 

・従業員の「障害者手帳」の写し及び「雇用契約

書」又は「労働条件通知書」などの雇用条件が

確認できる書面の写し 

 

２ 法律で規定する育児休業を上回る制度 

  「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の規

定を上回る制度を導入しているので、以下のとおり報告します。 

法律で規定する育児休業を上回る制度の内容 添付書類 

【記入例】 

法律では１歳に満たない子供について育児休業が認められているが、弊

社では満３歳まで認めている。 

 

「就業規則」の

写しなど制度を

確認できる書類 

 

３ 地域ボランティア活動・地域行事への協力 

  令和５・６年度の地域ボランティア活動及び地域行事への協力について、以下のと

おり実績を報告します。 

活動内容・協力内容 添付書類 

【記入例】 

・○○地域まつりへの参加 

・地域の防犯・防火パトロールや清掃活動に参加（○○町会） 

・第○○回 江戸川区花火大会協賛金 

 

 

 

実績が確認で

きる書類 

＜注＞ 社員・役員個人としてではなく、会社としての実績に限ります。 



委  任  状 
 

届出日：令和７年   月   日 
 
江戸川区長 殿 
 
 

所在地 
 
商号または名称 
 
役職名・代表者氏名                  実印 
 

 
私は下記の者を代理人と定め、令和７・８年度建設工事競争入札格付審査について、 

下記事項の権限を委任します。 
 

記 
 

所在地 
 

受任者   商号または名称 
 

役職名 
 

氏名 
 
 

委任事項 
 ○ 令和７・８年度 建設工事競争入札格付審査申請書の提出 
 
 
 
 
 

代理人印 


